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推薦論文

発想支援グループウェアKUSANAGIを用いた
集合知型会議の検討

由井薗 隆也1,a) 宗森 純2

受付日 2012年1月20日,採録日 2012年9月10日

概要：近年，Webでは集合知と呼ばれる多くの人々を活用した知性が注目されている．集合知を実現する
ための条件を Surowieckiは多様性，独立性，分散性，集約性の 4つにまとめている．今回，複数グループ
による分散協調型 KJ法で出された意見を用いることによって，集合知を指向した会議を検討した．第 1
段階目は，十数人の人々が独立したグループに分かれて分散協調型 KJ法を行う．第 2段階目は，それら
結果を集約または集合させて分散協調型 KJ法を行う．実験結果より，(1)集約性の高い会議技法において
まとめ文章の結果が良いこと，(2)その会議技法の参加者は第 1段階目と関係ない参加者でも良い結果を
導き出せる可能性が分かった．
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Abstract: A collective intelligence with groupware technology has been expected to produce good results.
J. Surowiecki proposed success of the intelligence to be endowed with the four conditions: diversity, indepen-
dence, decentralization and aggregation. A conference technique is considered to support the four conditions.
In this consideration, the cooperative KJ method is carried out with more ideas obtained from some ten con-
ferences by some groups in the first step. The technique utilizes all ideas or good ideas selected from previous
ordinary conference in the second step. The experimental results showed that (1) the conference with good
ideas had good aggregation and produced good results, and (2) the meeting had good performance by another
group, not participated in the previous conferences, too.
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1. はじめに

現在，インターネット上では多くの人々が参加するサー
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本論文の内容は 2010 年 1 月のグループウェアとネットワーク
サービス研究会にて報告され，同研究会主査により情報処理学会
論文誌ジャーナルへの掲載が推薦された論文である．

ビスが当たり前になった．その中，一般の人々の知識を

集めることによって，優れた知を実現する集合知の可

能性が期待されている [1]．特に，Web などの計算機通

信を用いるとコミュニケーションコストも低く，多くの

人々が参加することが可能となっており，集合知の条件

を満たせば優れた知性が実現できると期待されている．

その条件として Surowiecki は多様性，独立性，分散性，

集約性を提示している [2]．今回，この集合知の条件を考

慮することによって，従来の発想支援グループウェア研

究 [3], [4], [5], [6], [7], [8], [9], [10], [11], [12], [13]では明ら
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かにされていない会議の結果を向上させる方法を提案する．

これによりWebで実現される集合知と発想支援グループ

ウェアとをシームレスに統合するネットワークサービスへ

の発展が期待できる．

1990年代より，ネットワークで結合された複数の計算機

を用いてグループの知的生産活動を支援するグループウェ

アの研究が数多く行われてきた [3]．その中，人々の衆知

を集めることによって創造的問題解決を支援するための発

想支援グループウェアの研究 [3], [4]が行われてきており，

日本でよく知られた KJ法*1 [14], [15]に注目したグループ

ウェアが数多く実現された [3], [4], [5], [6], [7], [8], [9]．KJ

法の特徴は収集されたデータをいかにまとめ，そこから

仮説を得るかという収束的発想にある．KJ法を考案した

川喜田は望ましい会議の段階として，発散，収束，評価の

3段階を示している [16]．具体的には，ブレインストーミ

ング [17]を用いてアイデアを発想し，それらアイデアを

KJ法の図解化によって構造化し，文章化などを通して評

価するという手順であり，狭義の KJ法 [15]にほぼ対応し

ている．これら 3 段階は創造性研究で知られた心理学者

Guilfordによる知性モデルの操作軸の 5つ（認知，記憶，

発散的思考，収束的思考，評価）に含まれている [18]．特

に，発散的思考（多くのアイデアを出す思考）と収束的思

考（アイデアを問題に集中させる思考）は創造的問題解決

において重要とされている [19]．

発想支援グループウェア郡元の研究においては，三人寄

れば文珠の知恵的な効果が狙われ，検討されている [9]．そ

して，出される意見数について，1人で行う場合の数は約

30個に対して，3人で行う場合の数は約 50個であり，多

くなることが示されている．その比率は 1.7であり，ブレ

インストーミング創始者である Osbornが示したものと変

わらない [17] *2．しかし，その後に行われる意見をまとめ

て結論を出された結果において，1人の場合と 3人の場合

との間に評価の差は見出されていない．また．文系・理系

の融合ペアは文系または理系の同一ペアと比べて，意見数

は多くなるが，結論においては評価の差が見られていな

い [11]．一方，同一の参加者で異なるテーマであるが，意見

数 58個，287個，544個で結果を比較したところ意見数が

多いほど結論の評価が高いという結果が得られている [9]．

よって，多くの意見は質につながるという Osbornの基本

思想 [17]が KJ法会議にもあてはまることが期待される．

ただし，その意見量は，3人の意見数約 50個に対して約 5

倍，約 10倍の意見量である．

つまり，創造的問題解決プロセスにおいては，発散的思

考と収束的思考が重視されているのに対して，発想支援グ

ループウェアの従来研究では，発散的思考部分では多くの

意見を集めれば良い結果が得られるということが示されて

*1 KJ 法は川喜田研究所の登録商標である．
*2 厳密にいえば，Osborn はよいアイデア数で比較している [17]．

きている．しかし，発散的思考段階で多くの意見を出せば

よいということが分かるが，それが収束的思考とどのよう

に関わるかは明らかでない．また，発想支援グループウェ

アでは 3人を中心とした研究が進められてきているが，著

者らが行った実験結果より，3人が集まって行った結果が

個人で行った結果をより，有意に良い結果が得られるとい

う結果は得られていない [10]．さらに，多くの人々（今回

は十数人規模であるが）が参加することによってより良い

知性を期待する集合知との関係は明らかにされていない．

よって，本研究では，発想支援グループウェアの研究に

おいて十数人規模の知性を活用することによって，より良

い結果を得られる集合知会議技法の手法を提案・評価し，

集合知との親和性が期待できる将来の発想支援グループ

ウェアを考究することとした．2章では関連研究について

示し，3章では集合知型会議を提案する．4章では実験環

境・実験方法について説明し，5章で実験結果を示し，6章

で考察する．7章はまとめである．

2. 関連研究

2.1 発想支援グループウェアと創造的問題解決

グループウェアとして KJ法を支援する発想支援システ

ムとしてKJ-Editor [5]，郡元 [6]，D-Abductor [7]は代表的

なシステムとされる [3]．KJ-EditorおよびD-Abductorは

図解ツールとして優れた支援機能を実現している．しかし

ながら，グループウェアとして実装報告が中心であり，利

用性能については少ない試用報告にとどまる．一方，郡元

は数百に及ぶ学生実験を通して，その効果を明らかにして

いるが，1章で紹介したように最終的に得られる結果にお

いて，1人の場合と 3人の場合との間に違いが見られない

のが現状である [9]．

グループ創造性の研究対象としてブレインストーミン

グ [17]は幅広く研究されている．1960年代から行われ，社

会心理学者による統制実験から情報技術者による支援シ

ステムなど多方面にわたり研究されている [20]．社会心理

学者による統制実験では，名目上のグループ（複数の個人

による結果をまとめた仮想的なグループ）による結果が実

際のグループ作業より良いとされてきたが，近年，ブレイ

ンストーミングの基本規則に新たなルールを追加したり，

ファシリテータによって実際のグループ作業が良くなるこ

とが報告されるようになっている．

創造的問題解決プロセスには発散的思考と収束的思考の

調和が重要とされている [19]．発散的思考に対応する技法

であるブレインストーミングについては，すでに述べたよ

うに多くの知見が得られている．一方，KJ法会議が支援

するような発散的思考と収束的思考を含む会議についての

知見は少ない．アリゾナ大学で開発されたグループ意思決

定会議システム（GDSS）の研究では，アイデア発想，アイ

デアの構造化，投票という段階を支援している [21]．アイ

c© 2012 Information Processing Society of Japan 2636



情報処理学会論文誌 Vol.53 No.11 2635–2648 (Nov. 2012)

デア発想については電子会議支援において，名目上グルー

プと実際のグループとが変わらないという結果を出してい

る [20]．また，大人数によるアイデア出しの効果を明らか

にしている．アイデアの構造化については，数百のアイデ

アデータに対して，計算機による自動化を試みられ，人間

より高速な計算処理を可能としている [22]．ただし，得ら

れた結果の質は，人間の専門家には及ばないという結果と

なっている．以上のように，GDSSはブレインストーミン

グ支援ツールの代表例として創造性研究において知られて

いるとともに，アイデア構造化の自動化に対して先駆的で

ある．しかしながら，本研究で対象とする発散的思考と収

束的思考との関係を含む会議システムの性能および集合知

との関係は明らかでない．

人々にバラバラの情報を与えるグループワークの方法と

してジグソーメソッドが知られており，協同学習の方法と

して知られている [23]．その技法では，ある問題を解決す

るための情報が複数の情報に分けて学習者に提供され，学

習者は協力することによって，ある問題を解くことができ

る．この共同作業を通して学習者は協力する態度を身に付

けることができる．元来，人種の隔たりに対する意識を緩

和させるための教育技法として考案された方法であり，子

供たちの協同意識を高める効果が認められている [24]．本

研究で提案する集合知型会議は複数人から得られたバラバ

ラの意見データを用いる点は同じであるが，問題の答えが

不確かな創造的な問題解決を対象としており，多様性や集

約性といった条件も不確かな状況でのグループワークとな

り，ジグソーパズルのようにピースの数および，答えが単

一に決まっているわけではない．

2.2 分散協調型 KJ 法と発想支援グループウェア KU-

SANAGI

分散協調型 KJ法は発想支援グループウェア郡元の研究

においてグループウェア向けに KJ法をアレンジしたもの

である [6], [9]．その分散協調型KJ法の作業は，意見入力，

島作成，文章化の 3 ステップで構成されており，それぞ

れの作業ステップを複数の計算機で画面を共有して行う．

元々の KJ法は 4段階であるが，分散協調型 KJ法では島

作成関係の図解化の一部（島の関連を矢印などで表す部分）

を省略している．

意見入力段階では，ブレインストーミングの精神にのっ

とり思いつく限り意見を出す．島作成段階の作業では，似

たような意見を直感的に集める作業を行い，その集まりを

島と呼ぶ．それぞれの島には，中身を反映した名前，島名

を付ける．関連ある内容の島は近くに移動させる．この島

作成作業は空間型配置による概念形成作業であり，分類作

業ではない．ただし，実験参加者は実験者から KJ法元来

で行われるボトムアップ作業を綿密に繰り返し，階層構造

を得るレベルまでの説明を受けずに，その方法を使用して

図 1 分散協調型 KJ 法支援機能を持つ KUSANAGI の画面

Fig. 1 Screen shot of KUSANAGI to support the distributed

and cooperative KJ method.

いる．最後の文章化段階では，それまでに得られた島作成

の図をもとに結論であるまとめ文章を作成する．特に，文

章中に島名を入れるように指導している．

発想支援グループウェアKUSANAGIは発想支援グルー

プウェア郡元の Java実装として開発を始め，大画面共同

作業環境の機能拡張を実現したものである [10]．よって，

発想支援グループウェア郡元が支援してきた従来の分散環

境での分散協調型 KJ法と同様の作業を行える．図 1 に

KUSANAGIのインタフェース画面を示す．

基本的な支援機能は意見入力段階を支援するための意見

入力機能，出された意見をもとに島を作るための島作成機

能，結論である文章を書くための文章作成機能である．い

ずれの機能も画面を共有して表示される（これを画面共有

機能と呼ぶ）．文字による意見入力は複数の計算機による

並行入力が可能である．これは郡元同様の特徴であり，同

時に 1人しか話せないために他人の発話を阻害するという

音声会話の欠点を避けることができる．

また，野外活動におけるデータ収集で得られるような数

百枚の意見データを一覧表示して取り扱えるようにするた

めの大画面共同作業環境を実現している．この環境上では，

異なる計算機に接続されたディスプレイを結合して大画面

を構成できる．郡元では島作成の作業は操作権を持ってい

る 1名の作業者しか操作が行えなかったが，KUSANAGI

では紙面上での共同作業と同様に複数の参加者が共同作業

画面上に表示された意見や島を自由に動かすことができ

る．その結果，数百の意見データを取り扱う島作成作業に

おいて，郡元より早く行えるとともに，時間効率面におい

て紙面上の作業よりも良い性能を示している．
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3. 集合知型会議

3.1 集合知の 4条件と創造的問題解決

集合知の成功要因として Surowieckiが述べた 4つの条

件は多様性，独立性，分散性，集約性であり，下記のとお

りである [2]．

( 1 ) 多様性：各参加者が 1人 1人独自の考えや視点を持

つことによって，集団になったとき，多くの候補解を列挙

できる．

( 2 ) 独立性：各参加者の持つ意見や提案が他の参加者の

影響を受けないような環境にし，各参加者の独立性が確保

されている必要がある．

( 3 ) 分散性：問題を抽象化せず，各参加者が直接得られ

る情報に基づき判断する必要がある．また，身近な情報を

参考に，その情報を利用できる．

( 4 ) 集約性：多様性，独立性，分散性の 3点の特性を活

かし得られた知識を参加者が共有し，深く検討し最終的な

結論を導く仕組みが必要である．

以上の 4条件を満たす場合，集団が賢くなる可能性があ

るとされている．ある複雑な問題を解決する際に，個人が

持つ情報や知識は不完全であるが，それらの知識を集合さ

せ，マイナスの知識は切り離し，プラスの知識を集約する

ことで良い結果を導きうるとされている．

前述したように創造的問題解決には発散的思考と収束的

思考が重要とされている [19]．これら思考と集合知の 4条

件との対応を考える．多くのアイデアを出す発散的思考は，

多様性，独立性，分散性に対応し，多くのアイデアを問題に

集中させる収束的思考は集約性に対応する．よって，集合

知の条件はグループの発散的思考に多くの示唆を与える．

3.2 集合知型会議の構成

集合知型会議は，集合知の条件である多様性，独立性，分

散性，集約性をできる限り考慮することによって，良い結

果を導ける会議と定義する．その会議を実現するために，

同じテーマを繰り返し与えた 2段階構成の会議を行うこと

を提案する．その会議構成を図 2 に示す．

集合知型会議は，複数のグループで別々に分散協調型KJ

法を行い（第 1段階目），そのグループ知（グループを構成

する複数人の知性）をまとめた知性が反映された結果を結

集して行うグループ知集合会議（第 2段階目）の 2段階構

成である．分散協調型 KJ法とグループ知集合会議は，基

本的に分散協調型 KJ法の手順にのっとり行う．その手順

は 3ステップであり，ブレインストーミングの精神にのっ

とり意見を出す意見入力段階，直感的に意見を集めたもの

を島と呼び，この島ごとに中身を表す概念名を作り出す島

作成段階，そして，結論である文章を書く文章化段階であ

る．グループ知集合会議では，意見入力段階において，第

1段階目の分散協調型 KJ法で出された意見データなどを

図 2 集合知型会議の構成

Fig. 2 Structure of meeting with collective intelligence.

表 1 集合知型会議と集合知条件の関係

Table 1 Relation of meeting style and conditions of collective

intelligence.

利用することになる．

第 1段階目の分散協調型 KJ法は別々のグループで行わ

れるので，グループ間の影響を受けないため各グループ会

議は独立性を備えている．そして，第 2段階目は，複数の

グループで得られたデータを用いるので，多くの人々によ

る意見を使用することができ，多様性を備えている可能性

が高い．そして，集められた意見の利用方法であるが，す

べての意見を使用する意見総和型会議と優れた意見を選択

して使用する意見選択型会議を考えている．ここで，意見

選択型会議は意見総和型会議に比べて意見の集約性が高い

といえる．以上述べた集合知の条件と会議との関係を表 1

にまとめる．

われわれが参考にしてきた KJ法では，意見の切り捨て

は良くないとされているので意見総和型の方が KJ法の精

神を尊重した会議といえる [14], [15]．一方，KJ法では時

間がかかることが認識されており，代表的意見を選び出す

多段ピックアップ法 [15]という考え方も検討されてきてお

り，意見選択型会議は時間短縮を狙った一種の工夫ととら

えることも可能である．

意見選択型会議が集合知の条件を他会議よりも満たして

おり，良い会議の結果が得られるのではないかと推測して

いる．現状では分散性を考慮できていないが，意見入力を

その場の会議環境のみで行うだけでなく，野外科学的な

データ収集を含めた KJ法を支援する一貫支援 [8], [12]が

貢献できると考えている．そのためには，スマートフォン

に代表されるモバイルデバイスによる意見入力またはデー
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タ収集機能を利用可能とすることで実現できる．

4. 集合知型会議実験

4.1 実験方法と実験環境

集合知型会議で得られた結果が従来の分散協調型 KJ法

で得られる結果より，良い結果が得られるかどうかを調べ

るために発想支援グループウェア KUSANAGIを用いて，

次の実験を行った．

実験参加者は合計 18名であり，北陸先端科学技術大学

院大学の大学院生，修士前期課程 2年生 10名と博士前期

課程 1年生 8名であった．実験では，グループを 3名構成

として全 6グループで実験を行った．これらグループを，

それぞれ A，B，C，D，E，Fと名付ける．そのうち集合

知型会議の第 1段階目に相当する分散協調型 KJ法を行っ

たのは 4グループ A，B，C，Dである．第 2段階目のグ

ループ知集合会議は全 6グループが行い，グループ A，B

は意見総和型会議を，グループ C，D，E，Fは意見選択型

会議を行った．ここで，意見総和型会議で用いる意見は第

1段階目の分散協調型 KJ法を行った 4グループで出され

たすべての意見である．また，意見選択型会議で用いられ

る意見は「大変良い」と判断された意見である．この優れ

た意見は各グループが会議終了後にすべての意見に対して

5段階評価を行い，選ばれたものである．一方，グループ

E，Fは第 1段階目の会議に参加していない新規グループ

となる．各会議終了後，参加者に対してアンケート調査を

行った．

実験参加者の KJ法学習経験について調べると，大学院

の講義などを通して KJ法については聞いたことがある程

度の知識しかない者ばかりであった．その中，川喜田に直

接 KJ法を学んだことがある講師による KJ法実習を含む

講義を受講し，単位を取得したものはグループ Bが 1人，

グループ Cが 2人，グループ Dが 2人，グループ Eが 1

人，グループ Fが 3人であった．

実験テーマは「地球環境を改善するには」とした．この

テーマを選択した理由は，対象が大きくて複雑な問題だか

らである．この問題を解決するためには，専門家や非専門

家，文系・理系といったさまざまな角度からの知識が必要

である．つまり，多くの人の意見を集めなければ解決でき

そうもない問題だからである．

実験環境としては，数百枚の意見データを取り扱うこと

を予測し，大画面共同作業環境を利用した．発想支援グ

ループウェア KUSANAGI [10]を用いており，数百枚の意

見データを一覧表示した共同作業が行える（図 3）．実験

参加者 3名は会議システムに並び向かい，自由に会話がで

きる状態である．そして，実験時間は制限せず，各グルー

プの参加者が満足のいくまで会議を行う．

分散協調型 KJ法である第 1段階目の会議では，計算機

を 3台使って，従来の郡元 [6], [9]と同様な分散協調型の

図 3 KUSANAGI による大画面共同作業環境を用いた分散協調型

KJ 法の様子

Fig. 3 Scene of the distributed and cooperative KJ method

with large-screen multi-user interface of KUSANAGI.

図 4 KUSANAGI の画面共有機能を用いた分散協調型 KJ 法会議

の様子（3 台別々に実施して画面を共有）

Fig. 4 Scene of the distributed and cooperative KJ method

with KUSANAGI (Independently perform and sharing

screen).

共同作業をKUSANAGIの画面共有機能を用いて各自が計

算機を使用して作業する．ディスプレイはつながっている

が，実験参加者は操作する計算機ごとに，3台別々に，意

見出しや島作成の作業を行っている．その作業結果を各計

算機の共有画面で同じように見て共同作業を行った．同様

に，まとめ文章も参加者がキー入力すると，それがすべて

の計算機に反映された．図 4 に分散協調型 KJ法会議の

様子を示す．図 5 はグループ Cによって作られた島作成

図解の結果である．また，分散協調型 KJ法終了後は，出

された意見の良し悪しを 5段階で判定する作業を各グルー

プは行っている．各グループは出された意見を，「大変良

い」，「良い」，「普通」，「良くない」，「大変良くない」の 5

段階に分ける．これは参加者同士が話し合いによって分け

させた．その結果例が図 6 である．そこでは，「大変良い」

意見は 8個あり，例は「石油にかわる代替エネルギーの開

発」，「自然分解される素材の開発」である．「良い」意見は

18個あり，例は「省エネ製品の開発推進」，「歩くか自転車
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図 5 グループ C による第 1 段階目の分散協調型 KJ 法の島作成図解（3 台別々に実施して画

面を共有）

Fig. 5 Island* chart of the distributed and cooperative KJ method by the group C

(First step). (Independently perform and sharing screen).

*Island means a spatial group of ideas with their affinity.

図 6 意見の良し悪しの 5 段階評価（グループ C の例）

Fig. 6 Five-scaled evaluation to idea data in the case by the group C.
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を使って移動する」である．「普通」の意見は 18個あり，

例は「原子力発電を推進する」，「リサイクルする」である．

「良くない」意見は 4個あり，例は「エコバック推進」，「す

べてのゴミ捨てを有料化」である．「大変良くない」意見は

2個で，「生野菜を食べる」，「宗教の統一」であった．

第 2段階目のグループ知集合会議では，数百の意見データ

を取り扱う可能性があるため，KUSANAGIで実現された大

画面共同作業インタフェースを用いる．図 3 に示すように

10画面をすべて使用した状態で会議を行う．KUSANAGI

はマルチマウスを支援し，いずれの画面でも複数参加者が

同時に意見や島を移動させることが可能である．

意見総和型会議の場合は，第 1段階目の分散協調型 KJ

法で作成された島作成図解（たとえば図 5）をそのまま上

段の画面に並べて表示した．このような画面表示を作るた

めに過去の島作成図解を追加表示する機能を KUSANAGI

に新規実装している．一方，意見選択型会議では意見の 5

図 7 グループ A による第 1 段階目の分散協調型 KJ 法の島作成

図解

Fig. 7 Island chart of the distributed and cooperative KJ

method by the group A (First step).

表 2 第 1 段階目の分散協調型 KJ 法の結果

Table 2 Results of the distributed and cooperative KJ method (First step).

表 3 第 1 段階目の分散協調型 KJ 法からの意見選択結果
Table 3 Results of idea selection after the distributed and cooperative KJ method

(First step).

段階評価の図（たとえば図 6）をそのまま上段に並べて表

示した．以上の環境で，意見総和型会議の場合，すべての

意見データを用い，意見選択会議では「大変良い」と判断

された意見を用いた．それぞれ分散協調型KJ法を行うが，

意見入力段階では，意見の確認を行うとともに，必要とあ

れば意見出しを行った．図 7 にグループ Cによる意見選

択型会議の島作成図解を示す．

4.2 まとめ文章の評価方法

会議で作成された文章の出来具合いを調べるために，八

木下らによって提案された意思決定法である AHPを応用

したまとめ文章の満足度 [13]を用いた．評価者は大学院生

5名と教員 1名の計 6名である．そのうち 4名は実験参加

者であった．

文章評価の評価項目は八木下らのものと同じ，独創性，

便利さ，個人的魅力，一般的魅力，具体性，実現可能性，応

用可能性を使用した．各評価員に重み付けアンケートを整

合性がとれるまで行った．重み値の集約は一般的に使われ

る算術積ではなく，順序の逆転現象が起こらない算術和に

よる平均値を用いた [21]．そして，実験で得た文章を，そ

れぞれの項目について満足できるかという観点から評価す

る．その結果，評価者ごとに 1つの文章に対する満足度を

算出できる．

5. 実験結果

集合知型会議の第 1段階目にあたる複数グループによる

分散協調型 KJ法実験の結果を表 2 に，その個々の結果で

得られた意見データの中で「大変良い」意見として判断さ

れた数を含む意見選択作業の結果を表 3 に示す．また，第

2段階目のグループ知集合会議実験の結果を表 4 に示す．
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表 4 グループ知集合会議の結果（意見総和型会議の初期意見数 = 188，意見選択型会議の初

期意見数 = 52）

Table 4 Results of the collective group-intelligence type conference (Initial ideas in the

idea summation type conference = 188, Initial ideas in the idea selection type

conference = 52).

第 1段階目の分散協調型会議における意見数は 47.0個，

島数は 7.8個，まとめ文章は 270.5文字という結果になっ

た．実験総合時間は 100.5分，意見入力時間は 36.3分，島

作成時間は 42.5分，文章作成時間は 21.8分であった．ま

た，その出された意見の中から「大変良い」意見として選

ばれたものは全意見数 188個の約 3割となる 52個であっ

た．この結果，第 2段階目のグループ知集合会議において，

意見総和型会議の初期意見数は 188個，意見選択型会議の

初期意見数は 52個となった．

第 2段階目に行ったグループ知集合会議の意見総和型会

議では，意見数は 193.5 個，島数は 12.0 個，まとめ文章

は 287.0文字，総合時間は 115.0分，意見入力時間は 27.5

分，島作成時間は 65.0分，文章作成時間は 22.5分であっ

た．そして，第 1段階目と比べて意見数は 4.1倍，島数は

1.5倍と多くなるが，まとめ文章の文字数は 1.1倍であっ

た．また，総合時間は 1.1倍，意見入力時間は 0.8倍，島

作成時間は 1.5倍，文章作成時間は 1.0倍であった．この

意見総和型会議を行ったグループAの第 1段階目の分散協

調型 KJ法の島作成結果を図 7，文章作成結果を図 8 に，

そして，意見総和型会議の島作成結果を図 9，文章作成結

果を図 10 に示す．

一方，第 2段階目に行ったグループ知集合会議の意見選

択型会議における意見数は 66.5個，島数は 15.3個，まと

め文章は 592.5文字，総合時間は 172.5分，意見入力時間

は 26.3分，島作成時間は 73.8分，文章作成時間は 72.5分

であった．そして，第 1段階目と比べて意見数は 1.4倍で

あるが，島数は 2.0倍，まとめ文章の文字数は 2.2倍と多

くなった．また，総合時間は 1.7倍，意見入力時間は 0.7

倍，島作成時間は 1.7倍，文章作成時間は 3.2倍と段階が

進むごとに時間がかかった．この意見総和型会議を行った

グループ Cの第 1段階目の分散協調型 KJ法の島作成結果

を図 5，文章作成結果を図 11 に，そして，意見選択型会

議の島作成結果を図 13，文章作成結果を図 12 に示す．

文章満足度についてみると，第 1段階目の分散協調型KJ

図 8 グループ Aによる第 1段階目の分散協調型 KJ法の結果（508

文字，文章満足度 1.2）

Fig. 8 Results of the distributed and cooperative KJ method

by group A (First step). (508 characters, satisfaction

value = 1.2).

法が 1.1，第 2段階目のグループ知集合会議において意見

総和型会議が 2.1，意見選択型会議が 4.5となった．集合

知型会議として最終的に得られたまとめ文章の評価が高い

結果となっていた．その結果を第 1段階目の場合，意見総

和型会議の場合，そして，意見選択型会議においては第 1

段階目に参加したグループの場合と新規参加グループの場

合の 4種類に分けて比較を行った．一元配置分散分析の結
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図 9 グループ A による意見総和型会議の島作成図解（一部加工）

Fig. 9 Island chart of the idea summation type conference by the group A (partly

modified).

果は F(3, 56) = 24.6，p < 0.01となり有意差がみられた．

そして，最小有意差法を用いて対比較すると，集合知型会

議の意見選択型会議の文章満足度は，第 1段階目に参加し

たグループの場合と新規参加グループの場合の両方とも，

第 1段階目の結果および意見総和型会議の結果より有意に

差があるという結果になった（p < 0.01）．一方，意見総

和型会議の文章満足度は第 1段階目の結果と比べて高くな

る傾向はみられたが有意差がいえる結果とはならなかった

（p = 0.056 < 0.10）．

最後に，各会議の終了後にとられたアンケートにおける

5段階評価の結果を表 5 にまとめる．アンケート回答は 5

段階評価で行われ，5の場合は良い，3の場合はどちらと

もいえない，1の場合は悪いと判断された結果となる．「本

日のテーマでは議論しやすかったか？」の質問に対し，全

体平均は 3.6であり，今回の会議テーマは特に議論しやす

くもなく，しにくくもないという結果であった．

一元配置の分散分析結果により有意差がみられたのは

「他者の意見や知識をどの程度理解することができました

か」という項目であった（F(2, 27) = 4.02，p < 0.05）．そ

の項目について，最小有意差法を用いて対比較を行った結

果，分散協調型 KJ法の結果は意見総和型会議の結果より

良い（p < 0.01），かつ，意見選択型会議は意見総和型会議

の結果より良い（p < 0.05），という結果になった．

以上より，集合知型会議を行い，第 2段階目に意見選択

型会議を行った場合，従来の分散協調型 KJ法より，良い

結果を得ることができることが分かった．また，発想支援

グループウェアの新たな開発方向として集合知型会議を念

頭においた設計が期待できることが分かった．まとめ文章

の結果が良くなる理由は 6.1節，新たな発想支援グループ

ウェアの方向については 6.2節で考察する．
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図 10 グループ Aによる意見総和型会議の結果（402文字，文章満

足度 2.6）

Fig. 10 Results of the idea summation type conference by

group A (402 characters, satisfaction value = 2.6).

図 11 グループ C による第 1 段階目の分散協調型 KJ 法の結果

（339 文字，文章満足度 1.6）

Fig. 11 Results of the distributed and cooperative KJ method

by group C (First step). (339 characters, satisfaction

value = 1.6).

6. 考察

6.1 まとめ文章と文章満足度

集合知型会議の意見選択型会議の文章満足度は，第 1段

階目の会議結果および意見総和型会議の結果より高いこと

が分かった．そこで，会議で出された意見や作られた島が

結論であるまとめ文章にどれだけ反映されているかを調べ

図 12 グループ Cによる意見選択型会議の結果（860文字，文章満

足度 5.1）

Fig. 12 Results of the idea selection type conference by group

C (860 characters, satisfaction value = 5.1).

た．その結果を表 6 に示す．ここで島名直接利用回数は，

まとめ文章に島名をそのまま用いた数である．意見直接利

用回数も同様に意見を用いた数である．

島名はまとめ文章に直接キーワードとして用いること

を指導しており，ほとんどの会議で直接使用されていた．

一方，意見の直接利用は意見選択型会議のみにみられた．

表 5 のアンケート結果より，意見選択型会議は意見総和会

議と比べて他者の意見や知識を理解しやすいことが推測さ

れる．意見選択型会議で用いられる意見数は開始時で 52

個であり，過去の分散協調型 KJ法学生実験で出される意
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図 13 グループ C による意見選択型会議の島作成図解

Fig. 13 Island chart of the idea selection type conference by the group C.

表 5 アンケート結果（5 段階評価）

Table 5 Results of five-scaled questionnaire.

見数約 50個に近く，学生が 3名で行う分散協調型KJ法と

しては適度な量である．一方，意見総和会議の場合，意見

数は 188個であり，その内容は，大変良い意見から大変良

くない意見と幅広く，その中から意見を拾う必要があるた

め，集約性は低くなったと推察される．

次に意見の多様性について検討するために，島数に注目

する．島は似たような意見を集めたものであり，島 1つ 1

つがある概念を表現していると考えられる．よって，島数

が多ければ，出された意見は多くの概念に属しており，意

見が多様であった可能性が高い．実験の種類ごとに得られ

た島数の最大値を見ると，分散協調型 KJ法が 12，意見総

和型会議が 15，意見選択型会議が 26個である．よって，

意見選択型会議では意見の多様性があり，維持されている

可能性が高い．特に，グループ Cとグループ Fの意見選

択型会議の文章満足度は高い．また，島数が少ないグルー

プ Eでは，意見を直接利用した回数が 12であり，意見の
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表 6 まとめ文章に埋め込まれた島名と意見データ

Table 6 Island name and idea data embodied in conclusion sentences.

集約性を維持している可能性が高い．

以上より，意見選択型会議は意見総和会議と比べて集約

性が良く，第 1 段階目で得られた意見から多様性を維持

したまま島作成段階が行われ，かつその島名や中身の意見

データがまとめ文章に反映されている可能性が高い．よっ

て，第 1段階目において得られた意見が多様であり，その

多様性を維持したまま人々の意見を集約できた可能性がう

かがえる．一方，意見総和型会議も意見選択型会議に含ま

れる意見より多くの意見を扱っており，本来であれば多様

性が大きいはずである．しかし，大変良い意見から大変良

くない意見と幅広い意見を参照する必要があり，他者の意

見や知識を理解する点で劣る．そのため，意見の集約性が

悪く，本来の意見データが持つ多様性がまとめ文章に反映

されなかったため，良い文章とならなかったと考える．

つまり，従来の創造的問題解決技法で必要とされる発散

的思考（さまざまなデータやアイデアを思いつく思考）と

収束的思考（さまざまなデータやアイデアを目的に結び付

ける思考）とがうまく機能しているのは意見総和会議では

なく，意見選択型会議である．

6.2 今後の発想支援グループウェア

元来の KJ法では，すべての意見を使用することが基本

であり，島作成を含めたKJ法の技法（たとえば，島作成は

大分類でなく，小分けに階層的に島作成すること）を正規

の研修で学習することが求められている [15]．一方，実験

者は実験参加者に対して，分散協調型 KJ法の作業手順で

は，KJ法元来で行われるボトムアップ作業を綿密に繰り返

し，階層構造を得るレベルまで説明していない．また，実

験参加者の多くは一般的な大学講義で教えられる KJ法を

理解しているのみであり，川喜田が要求する KJ法の正規

な研修を受けてはいない．KJ法の熟練者が会議参加者で

あれば，意見総和型会議でも，意見選択型会議より良くな

る可能性は否定できない．しかし，今回の参加者において，

意見選択型会議のほうが意見総和型会議よりも良い結果と

なっており，一般的な会議利用者においては意見選択型会

議が効果的な結果と推察される．また，新規参加グループ

でも，選択された 52個の意見に自らの意見を加えて，良

い結果を得ている．以上より，KJ法の専門家でない一般

の会議利用者に対しては意見選択型会議のほうが実効的な

方法となりうる．

この結果より，多くの意見を出す作業，意見を選択する

作業，意見をまとめる作業を分業できる新たな発想支援グ

ループウェアKUSANAGIの設計・実装が集合知型会議技

法を支援するシステムの方針として検討できる．具体的に

は，多くの意見を出す作業は，多くの参加者を支援できる

Web環境のような疎な結合状況で行う．また，意見を選択

する作業も同様な環境で行えるようにする．そして，意見

をまとめる作業は現在のKUSANAGIを用いて行うように

する．この分業によって，多くの人々を 1つの場所に束縛

しないという特長がうまれる．

一方，Surowieckiが提唱する集合知の 4条件を満たすた

めに分散性を考慮することが課題である．そのためには，

発想一貫支援システムGUNGEN-SPIRAL II [12]を参考に

し，Android端末や iPhoneのようなスマートフォンを用

いた意見データ収集を支援するWebアプリケーションを

開発する予定である．

さらに，発想支援グループウェアをWebによる集合知と

組み合わせてネットワークサービス化することは，新たな

サービスや知識を生み出すことが重要な知識労働者を支援

するために，従来のKJ法や分散協調型KJ法が持つ時間的

な束縛を分散させ，多くの人々が協力した知的生産活動に

貢献しうる．たとえば，Evernoteのような場所を選ばない

クラウドサービス [25]や Twitterなどのソーシャルメディ

ア [26]のような技術を用いて多様な意見収集とソーシャル

タグによる意見選択を実現し，かつ，それらをグループが

理解・活用するために発想支援グループウェアを用いた創
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造的問題解決会議を行うという方向性がある．

7. おわりに

本論文では，発想支援グループウェアの研究において，

従来の会議よりも良い結果を目指す集合知型会議技法を検

討した．その技法では，十数人規模の参加者から意見を集

めることによって，従来の分散協調型 KJ法を複数グルー

プで行い，そこで出された意見をすべて用いる意見総和型

会議と優れた意見を用いる意見選択型会議の 2通りを検討

した．その会議法の評価実験より得られた知見は下記のと

おりである．

(1)集合知型会議の 2段階目として意見選択型会議を行っ

て得られた結論の文章は，従来会議や意見総和型会議より

も優れた結論となりやすい．

(2)他者によって行われた会議の結果をもとに集合知型会

議の 2段階目である意見選択型会議を行っても，まとめ文

章の内容は良い結果を得ることができる．

今後は，Webを介して利用できるクラウドサービスや

ソーシャルメディアとの連携機能を模索することにより集

合知型会議の支援機能を充実させた発想支援グループウェ

ア KUSANAGIを開発する予定である．そして，Webに

よる集合知と発想支援グループウェアをシームレスに統

合し，一般の人々の知的生産活動を支援するネットワーク

サービスを検討したい．また，分散性を考慮した実験を行

うためにモバイルデバイスを用いた意見データの使用を検

討する予定である．
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推薦文

本論文は，複数グループによる分散協調型 KJ法で出さ

れた意見を用いることにより集合知を指向した会議を検討

した．そこでの実験結果より，(1)集約性の高い会議技法

においてまとめ文章の結果が良いこと，(2)その会議技法

の参加者は第 1段階目と関係ない参加者でも良い結果を導

き出せる可能性が報告された．有益な研究であるので推薦

する． （グループウェアとネットワークサービス研究会

主査 小林 稔）
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